申請内容チェック表
	種別
	チェック項目

	一般
	□　補助事業について事前に自治防災課に相談しました。
□　次に掲げる項目について、補助対象外であることを確認しました。
　⑴　自治集会場の用地の取得、造成、整地又は借用に要する経費

　⑵　既存の建物を解体又は移転して自治集会場を建築しようとする場合の当該建物の解体又は移転に要する経費
　⑶　建物を借用して自治集会場としている場合における当該建物の改修等に要する経費

　⑷　消耗品、備品の購入や器具類の取替及び点検に要する経費
　⑸　自治集会場用地内の倉庫、外付けの掲示板、門、塀、その他の外構工事等の自治集会場建物の附属工作物に要する経費
□　要綱に規定する別表第１の補助事業は、他の補助事業と併用しません。
□　天災及び火災等により保険が適用される場合は、保険適用外を補助申請します。

	１
新築
及び
増築
工事
	□　自治集会場の新築及び増築工事を実施することについて、自治会内で合
　　意しています。

□　認可地縁団体の認可を受けています。認可を受けていない場合は、認可地縁団体の申請書の提出を予定しています。

□　新築又は増築工事の対象となる集会場用地は、認可地縁団体名義で保存登記を行うことを予定しています。（できない場合は、用地等の所有者と当該用地使用等の契約を締結しておくこと。）
□　工事の施工は、認可地縁団体において工事請負人を定め、実施設計書、仕様書及び図面に基づき所定の請負代をもって、申請年度内に工事を完了する予定です。
□　増築を伴う改修工事は増築工事とすることに異議ありません。

□　市より補助事業に関して説明を求められた場合、速やかに関係書類を提出し、検査を受けることに同意します。



	２
改修工事

	□　補助対象事業費が２０万円以上の工事です。

□　改修工事の内容
　　次の箇所について改修工事を実施します。
　（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　①　主要構造部
　　　　屋根、壁、柱、はり、階段
　　②　主要構造部以外
　　　　天井、間仕切り壁、床（下地を含む）、内部及び外部建具、雨戸
　　③　給排水設備、電気設備、ガス設備、衛生設備等
　　　　建築時に家屋と構造上一体となって取り付けられ、家屋の効用を高める建物附属設備である。

　　④　バリアフリー化工事
　　　　手すり・スロープの設置、トイレ改造、段差解消
　　⑤　機能保全工事
　　　　白アリ防除、屋根防水、外壁塗装等
□　当該補助金の交付を受けた場合、交付決定日から起算して５年間は、改修による補助金の申請ができないことを了承しました。

	３
除却工事
	□　跡地を更地として原状回復して活用する目的で実施する工事です。
□　総会資料など自治集会所を管理している自治会等における住民の多数の同意を示す書類を提出します。
□　除却工事の補助対象範囲は、建物の解体・撤去及び整地に係る経費とします。

	４　耐震診断
	□
昭和56年5月31日以前に建築され、又は工事に着手した自治集会所を対象と
　  します。
□
耐震診断等の結果報告書の写しを提出します。

	５　災害特例
	□　災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害のうち、国から激甚災害の指定を受けたものが対象です。
□　災害により被災した自治集会場の補助事業は、発災から１年以内に罹災証明書を添付して申請します。


上記の事項について説明を受けました。
　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　善通寺市　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治会名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

